熊経協発第２３号 
令和３年６月８日

経営者・人事労務総務実務担当者　各位
熊本県経営者協会

会長　秋岡　廣宣
～ウェブ会議システムzoomによるオンライン開催～
経協・経営法曹会議オンラインセミナー
今さら聞けない？ 2022年4月から中小企業も適用される
～パワハラ関連法の概要と実務対応のポイント～

梅雨の候、ますますご健勝のことと存じます。
改正労働施策総合推進法は、従来、法的規定のなかったパワーハラスメントについて定義を定め、防止措置を事業主に義務付けたものです。2020年6月より大企業においてはすでに施行されていますが、中小企業主についても2022年4月から適用されます。
既にパワハラ対策について万全な体制をとられている事業所もあれば、わが社にはパワハラは存在しないからと対策が手つかずの事業所もあるのではないでしょうか？
　そこで今回の経営法曹会議との共催セミナーは、パワハラ関連法の概要と法制化により何が変わったのか、企業側に課せられる義務・責任は何か？柴田・斉藤・山野法律事務所の野上 昂太郎弁護士を講師に迎え、事業者として行うべき対応策について、詳しく解説していただきます。ぜひご参加ください。
記
開催日　　令和３年７月９日（金）　午後２時００分から４時００分まで
講　師　　柴田・斉藤・山野法律事務所　　弁護士　野上　昂太郎氏
会　費　　無　料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
＊7月1日(木)までＦＡＸでお申し込みください。
切り取り線
熊本県経営者協会（ＦＡＸ　096-359-2806）宛て
メール　：　jimukyoku@kumamotokeikyo.jp  
＊受付締め切り後にお届けのメールアドレスへミーティングID等をお送りいたします。もし、7月7日までに届かない
場合は大変お手数ですが、事務局までお知らせください。（電話：０９６－３５２－０４１９）
　　　　　Ｒ3・7・9　zoomオンライン
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